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（第４３号議案）

中野区国民健康保険条例の一部を改正する条例について

１ 改正内容

（１）保険料率等を次のとおり改める。

①基礎賦課分

○所得割率 １００分の７．４７ を １００分の７．４５ に改正する。

○均等割額 ３７，８００円 を ３７，５００円 に改正する。

②後期高齢者支援金等賦課分

○所得割率 １００分の２．３０ を １００分の２．２９ に改正する。

③介護納付金賦課分

○所得割率 １００分の１．７２ を １００分の１．８６ に改正する。

○均等割額 １５，３００円 を １５，９００円 に改正する。

○所得割の賦課割合 １００分の５２ を １００分の５３ に改正する。

○均等割の賦課割合 １００分の４８ を １００分の４７ に改正する。

（２）保険料を減額する額を次のとおり改める。

①第１号該当（７割軽減）

○基礎賦課額に係る均等割額 ２６，４６０円 を ２６，２５０円 に改正する。

○介護納付金賦課額に係る均等割額

１０，７１０円 を １１，１３０円 に改正する。

②第２号該当（５割軽減）

○基礎賦課額に係る均等割額 １８，９００円 を １８，７５０円 に改正する。

〇介護納付金賦課額に係る均等割額７，６５０円 を ７，９５０円 に改正する。

③第３号該当（２割軽減）

○基礎賦課額に係る均等割額 ７，５６０円 を ７，５００円 に改正する。

〇介護納付金賦課額に係る均等割額 ３，０６０円 を ３，１８０円 に改正する。

（３）保険料均等割軽減の対象となる判定所得の基準を次のとおり改める。

①第２号該当（５割軽減）

被保険者等の合計数に乗ずる金額 ２８万円 を ２８．５万円 に改正する。
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②第３号該当（２割軽減）

被保険者等の合計数に乗ずる金額 ５１万円 を ５２万円 に改正する。

（４）基礎賦課限度額を次のとおり改める。 ６１万円 を ６３万円 に改正する。

（５）介護納付金賦課限度額を次のとおり改める。

１６万円 を １７万円 に改正する。

２ 改正理由

（１）賦課総額を見直したため、基礎賦課分、後期高齢者支援金等賦課分及び介護納付金

賦課分の保険料率等を改正する。

（２）基礎賦課分、介護納付金賦課分に係る均等割額改正に伴い、保険料を減額する額を

改正する。

（３）国民健康保険法施行令改正により、低所得者に対する保険料均等割の軽減判定所

得の基準が引き上げられたため改正する。

（４）国民健康保険法施行令改正により、基礎賦課限度額及び介護納付金賦課限度額

が引き上げられたため改正する。

３ その他資料

別紙「中野区国民健康保険条例新旧対照表」

参考資料１「令和２年度国民健康保険料率の算出について」

参考資料２「国民健康保険モデル世帯の保険料前年度比較」

４ 実施時期

令和２年４月１日から施行する。
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中野区国民健康保険条例新旧対照表

改正案 現行

目次 （略） 目次 （略）

第１章～第５章 （略） 第１章～第５章 （略）

第６章 保険料 第６章 保険料

第１４条～第１５条の３ （略） 第１４条～第１５条の３ （略）

（一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率） （一般被保険者に係る基礎賦課額の保険料率）

第１５条の４ 一般被保険者に係る基礎賦課額の保

険料率は、次のとおりとする。

第１５条の４ 一般被保険者に係る基礎賦課額の保

険料率は、次のとおりとする。

⑴ 所得割 １００分の７．４５（一般被保険者

に係る基礎賦課総額の１００分の６０に相当す

る額を一般被保険者に係る賦課期日の属する年

の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等

の見込額（法施行令第２９条の７第２項第４号

ただし書に規定する場合にあつては、国民健康

保険法施行規則（昭和３３年厚生省令第５３

号。以下「省令」という。）第３２条の９に規

定する方法により補正された後の金額）の総額

で除して得た数）

⑴ 所得割 １００分の７．４７（一般被保険者

に係る基礎賦課総額の１００分の６０に相当す

る額を一般被保険者に係る賦課期日の属する年

の前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等

の見込額（法施行令第２９条の７第２項第４号

ただし書に規定する場合にあつては、国民健康

保険法施行規則（昭和３３年厚生省令第５３

号。以下「省令」という。）第３２条の９に規

定する方法により補正された後の金額）の総額

で除して得た数）

⑵ 被保険者均等割 被保険者１人につき３７，

５００円（一般被保険者に係る基礎賦課総額の

１００分の４０に相当する額を当該年度の前年

度及びその直前の２か年度の各年度における一

般被保険者の数等を勘案して算定した数で除し

て得た額）

⑵ 被保険者均等割 被保険者１人につき３

７，８００円（一般被保険者に係る基礎賦課

総額の１００分の４０に相当する額を当該年

度の前年度及びその直前の２か年度の各年度

における一般被保険者の数等を勘案して算定

した数で除して得た額）

第１５条の５～第１５条の７ （略） 第１５条の５～第１５条の７ （略）

（基礎賦課限度額） （基礎賦課限度額）

第１５条の８ 第１４条の４又は第１５条の５の

基礎賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が

同一の世帯に属する場合には、第１４条の４の

基礎賦課額及び第１５条の５の基礎賦課額の合

算額をいう。第１９条及び第１９条の２におい

て同じ。）は、６３０，０００円を超えること

ができない。

第１５条の８ 第１４条の４又は第１５条の５の

基礎賦課額（一般被保険者と退職被保険者等が

同一の世帯に属する場合には、第１４条の４の

基礎賦課額及び第１５条の５の基礎賦課額の合

算額をいう。第１９条及び第１９条の２におい

て同じ。）は、６１０，０００円を超えること

ができない。

第１５条の９～第１５条の１１ （略） 第１５条の９～第１５条の１１ （略）

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額

の保険料率）

（一般被保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額

の保険料率）

第１５条の１２ 一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課額の保険料率は、次のとおりとする。

第１５条の１２ 一般被保険者に係る後期高齢者支

援金等賦課額の保険料率は、次のとおりとする。

⑴ 所得割 １００分の２．２９（一般被保険 ⑴ 所得割 １００分の２．３０（一般被保険
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者に係る後期高齢者支援金等賦課総額の１０

０分の６０に相当する額を一般被保険者に係

る賦課期日の属する年の前年の所得に係る基

礎控除後の総所得金額等の見込額（法施行令

第２９条の７第３項第４号ただし書に規定す

る場合にあつては、省令第３２条の９の２に

規定する方法により補正された後の金額）の

総額で除して得た数）

者に係る後期高齢者支援金等賦課総額の１０

０分の６０に相当する額を一般被保険者に係

る賦課期日の属する年の前年の所得に係る基

礎控除後の総所得金額等の見込額（法施行令

第２９条の７第３項第４号ただし書に規定す

る場合にあつては、省令第３２条の９の２に

規定する方法により補正された後の金額）の

総額で除して得た数）

⑵ （略） ⑵ （略）

第１５条の１３～第１６条の３ （略） 第１５条の１３～第１６条の３ （略）

（介護納付金賦課額の保険料率） （介護納付金賦課額の保険料率）

第１６条の４ 介護納付金賦課被保険者に係る介護

納付金賦課額の保険料率は、次のとおりとする。

第１６条の４ 介護納付金賦課被保険者に係る介護

納付金賦課額の保険料率は、次のとおりとする。

⑴ 所得割 １００分の１．８６（介護納付金賦

課総額の１００分の５３に相当する額を介護納

付金賦課被保険者に係る賦課期日の属する年の

前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等の

見込額（法施行令第２９条の７第４項第４号た

だし書に規定する場合にあつては、省令第３２

条の１０に規定する方法により補正された後の

金額）の総額で除して得た数）

⑴ 所得割 １００分の１．７２（介護納付金賦

課総額の１００分の５２に相当する額を介護納

付金賦課被保険者に係る賦課期日の属する年の

前年の所得に係る基礎控除後の総所得金額等の

見込額（法施行令第２９条の７第４項第４号た

だし書に規定する場合にあつては、省令第３２

条の１０に規定する方法により補正された後の

金額）の総額で除して得た数）

⑵ 被保険者均等割 被保険者１人につき１５，

９００円（介護納付金賦課総額の１００分の４

７に相当する額を当該年度の前年度及びその直

前の２か年度の各年度における介護納付金賦課

被保険者の数等を勘案して算定した数で除して

得た額）

⑵ 被保険者均等割 被保険者１人につき１５，

３００円（介護納付金賦課総額の１００分の４

８に相当する額を当該年度の前年度及びその直

前の２か年度の各年度における介護納付金賦課

被保険者の数等を勘案して算定した数で除して

得た額）

（介護納付金賦課限度額） （介護納付金賦課限度額）

第１６条の５ 第１６条の２の介護納付金賦課額

は、１７０，０００円を超えることができない。

第１６条の５ 第１６条の２の介護納付金賦課額

は、１６０，０００円を超えることができない。

第１７条～第１９条 （略） 第１７条～第１９条 （略）

（保険料の減額） （保険料の減額）

第１９条の２ 次の各号に該当する納付義務者に対

して課する保険料の額は、第１４条の４又は第１

５条の５の基礎賦課額から、それぞれ当該各号の

アに定める額を減額して得た額（当該減額して得

た額が６３０，０００円を超える場合には６３

０，０００円）及び第１５条の１０又は第１５条

の１３の後期高齢者支援金等賦課額から、それぞ

れ当該各号のイに定める額を減額して得た額（当

該減額して得た額が１９０，０００円を超える場

第１９条の２ 次の各号に該当する納付義務者に対

して課する保険料の額は、第１４条の４又は第１

５条の５の基礎賦課額から、それぞれ当該各号の

アに定める額を減額して得た額（当該減額して得

た額が６１０，０００円を超える場合には６１

０，０００円）及び第１５条の１０又は第１５条

の１３の後期高齢者支援金等賦課額から、それぞ

れ当該各号のイに定める額を減額して得た額（当

該減額して得た額が１９０，０００円を超える場
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合には１９０，０００円）並びに第１６条の２の

介護納付金賦課額から、それぞれ当該各号のウに

定める額を減額して得た額（当該減額して得た額

が１７０，０００円を超える場合には１７０，０

００円）の合算額とする。

合には１９０，０００円）並びに第１６条の２の

介護納付金賦課額から、それぞれ当該各号のウに

定める額を減額して得た額（当該減額して得た額

が１６０，０００円を超える場合には１６０，０

００円）の合算額とする。

⑴ 世帯主並びに当該年度の保険料賦課期日（賦

課期日後に保険料の納付義務が発生した場合に

は、その発生した日とする。）現在においてそ

の世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属

者（法第６条第８号に該当したことにより被保

険者の資格を喪失した者であつて、当該資格を

喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属

する者をいう。以下同じ。）につき、地方税法

第３１４条の２第１項に規定する総所得金額

（同法第３１７条の２第１項第２号に規定する

青色専従者給与額又は同法第３１３条第５項に

規定する事業専従者控除額については、同条第

３項、第４項又は第５項の規定を適用せず、所

得税法（昭和４０年法律第３３号）第５７条第

１項、第３項又は第４項の規定の例によらない

ものとし、地方税法第３１４条の２第１項に規

定する山林所得金額及び他の所得と区分して計

算される所得の金額（同法附則第３３条の２第

５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の

金額（同法附則第３５条の２の６第１１項又は

第１５項の規定の適用がある場合には、その適

用後の金額）、同法附則第３３条の３第５項に

規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法

附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の

金額、同法附則第３５条第５項に規定する短期

譲渡所得の金額、同法附則第３５条の２第５項

に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額

（同法附則第３５条の３第１５項の規定の適用

がある場合には、その適用後の金額）、同法附

則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式

等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条

の２の６第１５項又は第３５条の３第１３項若

しくは第１５項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）、同法附則第３５条の４第

４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額

（同法附則第３５条の４の２第７項の規定の適

用がある場合には、その適用後の金額）、外国

⑴ 世帯主並びに当該年度の保険料賦課期日（賦

課期日後に保険料の納付義務が発生した場合に

は、その発生した日とする。）現在においてそ

の世帯に属する被保険者及び特定同一世帯所属

者（法第６条第８号に該当したことにより被保

険者の資格を喪失した者であつて、当該資格を

喪失した日の前日以後継続して同一の世帯に属

する者をいう。以下同じ。）につき、地方税法

第３１４条の２第１項に規定する総所得金額

（同法第３１７条の２第１項第２号に規定する

青色専従者給与額又は同法第３１３条第５項に

規定する事業専従者控除額については、同条第

３項、第４項又は第５項の規定を適用せず、所

得税法（昭和４０年法律第３３号）第５７条第

１項、第３項又は第４項の規定の例によらない

ものとし、地方税法第３１４条の２第１項に規

定する山林所得金額及び他の所得と区分して計

算される所得の金額（同法附則第３３条の２第

５項に規定する上場株式等に係る配当所得等の

金額（同法附則第３５条の２の６第１１項又は

第１５項の規定の適用がある場合には、その適

用後の金額）、同法附則第３３条の３第５項に

規定する土地等に係る事業所得等の金額、同法

附則第３４条第４項に規定する長期譲渡所得の

金額、同法附則第３５条第５項に規定する短期

譲渡所得の金額、同法附則第３５条の２第５項

に規定する一般株式等に係る譲渡所得等の金額

（同法附則第３５条の３第１５項の規定の適用

がある場合には、その適用後の金額）、同法附

則第３５条の２の２第５項に規定する上場株式

等に係る譲渡所得等の金額（同法附則第３５条

の２の６第１５項又は第３５条の３第１３項若

しくは第１５項の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）、同法附則第３５条の４第

４項に規定する先物取引に係る雑所得等の金額

（同法附則第３５条の４の２第７項の規定の適

用がある場合には、その適用後の金額）、外国
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居住者等所得相互免除法第８条第２項に規定す

る特例適用利子等の額、同条第４項に規定する

特例適用配当等の額、租税条約等実施特例法第

３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子

等の額及び同条第１２項に規定する条約適用配

当等の額をいう。以下この条において同じ。）

の算定についても同様とする。以下この条にお

いて同じ。）及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が地

方税法第３１４条の２第２項に規定する金額を

超えない世帯に係る保険料の納付義務者

居住者等所得相互免除法第８条第２項に規定す

る特例適用利子等の額、同条第４項に規定する

特例適用配当等の額、租税条約等実施特例法第

３条の２の２第１０項に規定する条約適用利子

等の額及び同条第１２項に規定する条約適用配

当等の額をいう。以下この条において同じ。）

の算定についても同様とする。以下この条にお

いて同じ。）及び山林所得金額並びに他の所得

と区分して計算される所得の金額の合算額が地

方税法第３１４条の２第２項に規定する金額を

超えない世帯に係る保険料の納付義務者

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保

険者１人について２６，２５０円

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保

険者１人について２６，４６０円

イ （略） イ （略）

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額

被保険者１人について１１，１３０円

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額

被保険者１人について１０，７１０円

⑵ 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額

並びに他の所得と区分して計算される所得の金

額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項

に規定する金額に、２８５，０００円に当該年

度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納

付義務が発生した場合にはその発生した日とす

る。）現在においてその世帯に属する被保険者

の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じ

て得た額を加算した金額を超えない世帯に係る

保険料の納付義務者であつて前号に該当する者

以外の者

⑵ 前号に規定する総所得金額及び山林所得金額

並びに他の所得と区分して計算される所得の金

額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２項

に規定する金額に、２８０，０００円に当該年

度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納

付義務が発生した場合にはその発生した日とす

る。）現在においてその世帯に属する被保険者

の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗じ

て得た額を加算した金額を超えない世帯に係る

保険料の納付義務者であつて前号に該当する者

以外の者

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保

険者１人について１８，７５０円

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保

険者１人について１８，９００円

イ （略） イ （略）

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額

被保険者１人について７，９５０円

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額

被保険者１人について７，６５０円

⑶ 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金

額並びに他の所得と区分して計算される所得の

金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２

項に規定する金額に、５２０，０００円に当該

年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の

納付義務が発生した場合にはその発生した日と

する。）現在においてその世帯に属する被保険

者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗

じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係

⑶ 第１号に規定する総所得金額及び山林所得金

額並びに他の所得と区分して計算される所得の

金額の合算額が、地方税法第３１４条の２第２

項に規定する金額に、５１０，０００円に当該

年度の保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の

納付義務が発生した場合にはその発生した日と

する。）現在においてその世帯に属する被保険

者の数と特定同一世帯所属者の数の合計数を乗

じて得た額を加算した金額を超えない世帯に係



7

る保険料の納付義務者であつて前２号に該当す

る者以外の者

る保険料の納付義務者であつて前２号に該当す

る者以外の者

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保

険者１人について７，５００円

ア 基礎賦課額に係る被保険者均等割額 被保

険者１人について７，５６０円

イ （略） イ （略）

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額

被保険者１人について３，１８０円

ウ 介護納付金賦課額に係る被保険者均等割額

被保険者１人について３，０６０円

第１９条の３～第２４条の４ （略） 第１９条の３～第２４条の４ （略）

第７章・第８章 （略） 第７章・第８章 （略）

附 則 （略） 附 則 （略）

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第１５条の４、第１５条の８、第１５

条の１２、第１６条の４、第１６条の５及び第１

９条の２の規定は、令和２年度分の保険料から適

用し、令和元年度分までの保険料については、な

お従前の例による。



参考資料１

令和２年度国民健康保険料率の算出について

１　令和２年度保険料率等前年度比較

　（単位：円）

所得割率 均等割額
1人当たり保険
料額　※１

賦課限度額
※２

7.45% 37,500 94,109 630,000

2.29% 11,700 28,952 190,000

1.86% 15,900 33,787 170,000

11.60% 65,100 156,848 990,000

0.11% 300 1,298 30,000

7.47% 37,800 94,404 610,000

2.30% 11,700 29,120 190,000

1.72% 15,300 32,026 160,000

11.49% 64,800 155,550 960,000

２　令和２年度国民健康保険事業費納付金及び標準保険料率について

　（単位：円）

医療分 支援分 介護分

8,123,981,377 2,682,473,858 1,036,023,563 11,842,478,798

7.79% 2.64% 2.40% 12.83%

45,488 15,123 17,670 78,281

平成３1年度

事業費納付金

合計

標準保険料率

※１　一人当たり保険料額は、賦課総額÷被保険者数

※２　国民健康保険法施行令で決定（国）

一般被保険者分（介護分は退職被保険者等分を含む）

所得割

均等割

対前年増減

基礎分(60:40)

支援分(60:40)

介護分(52:48)

計

保険料率等
（旧ただし書方式）

基礎分(60:40)

支援分(60:40)

介護分(53:47)

計

令和２年度



参考資料２

医療分
（60:40）

支援金分
(60:40)

介護分
(53:47)

計
医療分

（60:40）
支援金分
(60:40)

介護分
(52:48)

計

7.45% 2.29% 1.86% 11.60% 7.47% 2.30% 1.72% 11.49%

37,500 11,700 15,900 65,100 37,800 11,700 15,300 64,800

94,109 28,952 33,787 156,848 94,404 29,120 32,026 155,550

630,000 190,000 170,000 990,000 610,000 190,000 160,000 960,000

①年金受給者（65歳以上）1人世帯　〔世帯主（65歳）のみ〕 【単位：円】

100万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円

14,850 85,519 193,119 273,721 355,789 438,834 521,879

区保険料〔b〕
（医療分+支援金分） 14,760 85,138 192,378 272,732 354,548 437,338 520,128

前年度保険料との比較
〔b〕-〔a〕 △ 90 △ 381 △ 741 △ 989 △ 1,241 △ 1,496 △ 1,751

均等割軽減割合対象 ７割 ２割

②年金受給者（65歳以上）2人世帯　〔世帯主（65歳）＋配偶者（65歳・収入なし）〕 【単位：円】

100万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円

29,700 95,419 242,619 323,221 405,289 488,334 571,379

区保険料〔b〕
（医療分+支援金分） 29,520 94,978 241,578 321,932 403,748 486,538 569,328

前年度保険料との比較
〔b〕-〔a〕 △ 180 △ 441 △ 1,041 △ 1,289 △ 1,541 △ 1,796 △ 2,051

均等割軽減割合対象 ７割 ５割

③給与所得者（65歳未満）1人世帯　〔世帯主（40歳）のみ〕 【単位：円】

100万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円

34,698 167,061 247,491 332,517 424,437 516,357 612,873

区保険料〔b〕
（医療分+支援金分+介護分） 34,870 168,340 249,540 335,380 428,180 520,980 618,420

前年度保険料との比較
〔b〕-〔a〕 172 1,279 2,049 2,863 3,743 4,623 5,547

均等割軽減割合対象 ５割

④給与所得者（65歳未満）2人世帯　〔世帯主（40歳）＋配偶者（40歳・収入なし）〕 【単位：円】

100万円 200万円 300万円 400万円 500万円 600万円 700万円

67,098 205,941 312,291 397,317 489,237 581,157 677,673

区保険料〔b〕
（医療分+支援金分+介護分） 67,420 207,400 314,640 400,480 493,280 586,080 683,520

前年度保険料との比較
〔b〕-〔a〕 322 1,459 2,349 3,163 4,043 4,923 5,847

均等割軽減割合対象 ５割 ２割

Ｒ
２
年
度

年収

３１年度区保険料〔a〕
（医療分+支援金分+介護分）

Ｒ
２
年
度

Ｒ
２
年
度

年収

３１年度区保険料〔a〕
（医療分+支援金分）

Ｒ
２
年
度

年収

３１年度区保険料〔a〕
（医療分+支援金分+介護分）

1人当たり保険料額(円)

賦課限度額(円)

※一人当たり保険料額は、賦課総額 ÷ 被保険者数

※均等割のみ世帯の収入上限は、年金収入153万円・給与収入98万円

年収

３１年度区保険料〔a〕
（医療分+支援金分）

国民健康保険モデル世帯の保険料前年度比較

保険料率等
（旧ただし書方式）

令和２年度 平成３１年度

所得割率

均等割額(円)


